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１．緒言

　高齢者の健康づくりにおいては、社会との交流頻度

が極端に低下した状態である「閉じこもり」が「寝た

きり」のリスクに関わり1）～ 3）、QOL の向上を図る弊

害となるため、積極的な一次予防策の推進が期待され

ている。閉じこもりの状況は一般に外出頻度で判断さ

れるが、そのプロセスは生活空間の狭小化と位置づけ

られる 4）。健康づくりは元来、個々人が主体的に取り

組む課題であるが、老化に伴う生活空間の狭小化を防

ぐ対応として地域全体での支援体制・環境づくりが求

められている。本研究は近隣の公共住宅団地の自治会

関係者が懸念している、団地の建替えに伴う居住性向

上が戻り入居高齢者の閉じこもりを助長しているので

はないかという課題に、著者らが自治会とのパート

ナーシップにより介入しているものである。本稿では

住民主体による高齢者の「閉じこもり」予防のための

健康づくり活動を展開し、その形成的評価を目的に調

査・解析を行った。

　住民への調査等は本学本学科倫理委員会の承認を得

た後、文書にてプライバシーの保護に関する説明を

し、団地自治会長の署名による同意書確認を取り交わ

して実施している。
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２．方法

２－１．調査地の概要

　当該団地は、東京都心部の西方約 35km にある H 市

（平成 22 年 10 月現在の人口：18万人、高齢化率：

20.8％）の公共賃貸住宅団地である。昭和 30 年代に

大規模開発された低・中層集合住宅は、社会・環境の

変化に伴う居住性の低下や土地の有効利用などの諸要

因から、平成９年より住民参加方式による建て替え事

業が開始された。平成 14年からは順次、建て替え高

層集合住宅への戻り入居が開始され、平成 20 年３月

に完了した。建物はバリアフリー化やエレベータ完

備、住宅の 24時間換気システム、床暖房、CATV な

どの基本設備の充実が図られた。世帯数は 1528世帯

であり、そのうちの４分の３は旧団地からの戻り入居

世帯で、残りが一般公募による入居世帯で構成されて

いる。

２－２．活動プログラムの作成

　活動拠点は団地住民の交流促進を目的に設置された

集会所とし、プログラムは住民のニーズアセスメント

の優位性から健康課題に対する地域活動の強化、支援

的環境づくり、個人的技術の開発の３分野で考案した

（表１）。

　地域活動の強化では、既存自治会活動の中から、「喫

茶室の運営」と「敬老の集い」をプログラムの事業と

して組み入れた。活動の基本方針は、住民主体である

ことから実施側スタッフ自身の高齢化に伴う心理的・

身体的負担を軽減するため、大学側のボランティアス

タッフとの協議により考案した。支援的環境づくり

は、集会所に自由に参集する曜日を設定することによ

り、高齢者が自主的に集える場の提供を行った。ま

た、交流拠点の基盤整備として、２カ所に散在してい

た自治会活動を１カ所に集約し、情報等の一元化がな

された。個人的技術の開発では、大学側スタッフが喫

茶室スタッフと一般住民を対象とした料理講習会やお

菓子作り教室の開催と同時に、行政の介護予防事業と

の連携を図れるように組み合わせた。各プログラム

は、実施回数、参加人数、参加者への質問紙調査によ

りプロセス評価を実施後、次期計画にフィードバック

した。

２－３．住民の生活状況調査

　調査票の作成は、自記式記入法による質問紙とし、

留置法で実施した。調査票への記入者の指定は特に行

わず、各世帯の中の一員とした。調査内容は、対象者

の属性として、年齢、性別、世帯構成、経済的な暮ら

表１　活動プログラムの概要

プログラム 概　　要
実施状況

H18 H19 H20 H21

１．地域活動の強化

　　喫茶室の運営 団地居住の 50 ～ 70 歳代の女性 6 名の有志により平成
14 年 5 月より継続実施されている活動。ランチタイム
（約 100 食／ 1回／月）とティタイム（1回／月）を開催。
運営面での技術的な支援・助言と喫食者へのアンケー
ト調査を実施。

技術的な支援・助言

○ ○ ○ ○

質問紙調査

○ ○

　　敬老の集い 自治会の高齢者部会の行事。高齢者を招待して食事会
を開催。大学側スタッフの参加・支援により実施側ス
タッフの身体的・精神的負担の軽減を目指す。

○ ○ ○ ○

２．支援的環境づくり

　　集いの場 集会所に自由に参集する曜日を設定することにより、
高齢者が自主的に集える場を提供。

○ ○ ○

　　交流拠点の基盤整備 散在している自治会活動の場を集約。 ○ ○

３．個人的技術の開発

　　料理教室 月1回、住民を対象に料理やお菓子作りの講習会を開催。 ○ ○ ○

　　栄養教室 一般高齢者を対象とした介護予防事業との連携により
開催。

○
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し向きなどを把握した。日常の生活習慣は、一日の睡

眠時間、朝食の摂取、外出頻度、散歩や体操、運動や

スポーツとし、日常生活の自立度は老研式活動能力指

標 5）に準拠した。食生活状況は食事の共食、食事の

心がけ、食生活の満足度とし、参加している自治会活

動を尋ねた。

　期間は、当該団地完成（第１期～３期棟群まで）後

の平成 20 年６月１日現在、団地に入居しているすべ

ての世帯に自治会が主体的に配布した。回収方法は、

団地自治会事務局内に設置した回収ポストへ封印して

被調査者が自主的に投函するように依頼した。対象世

帯数は、1528世帯であり、そのうち 466 世帯から調

査票が回収された（回収率 30.5％）。この中から全く

の未記入票や、重要な情報が欠けている調査票を無効

票とし、さらに、記入者が 65 歳以上の 368票を集

計・分析の対象とした。「閉じこもり」の定義は、外

出頻度、移動能力、活動範囲、人との交流頻度などで

規定されてきたが、近年は、外出頻度が測定尺度とし

て用いられるようになり、介護保険の認定調査や二次

予防対象者のスクリーニングにおいても、「外出頻度

が週１回未満の者」を閉じこもりとして判定をするよ

うになっている。そのため、本調査においても「外出

頻度が週１回未満の者」を閉じこもりと定義した。

　調査結果の集計および分析は、SPSS Ver.15.0 J for 

Windows を用いて行い、群間の比率の検定にはχ2 検

定、セルの期待度数が５未満の場合は Fisher の直接確

率法（質的変数）、Mann-Whitney の U 検定（量的変

数）を用いた。

３．結果

３－１．活動プログラムのプロセス評価

３－１－１．地域活動の強化

　図１に地域活動の強化の住民評価の結果を示した。

平成 20 年３月に実施した喫茶室利用者への質問紙調

査の結果、利用者の年齢層は、70 歳以上の高齢者が

約８割を占め、性別は８割が女性であった。利用者の

団地居住年数は、半数が 31 年以上と古くからの団地

住民で占められており、旧知の交流の場として活用さ

れていた。また、居住年数が１年～５年の一般公募に

よる新規住民層の利用も１割程度見られた。食事の量

や待ち時間などの食事サービスへの評価も高く、活動

の目的は達成されているものと推測された。

　自治会年中行事の「敬老の集い」は、平成 18年度

の場合、大学スタッフの協力の下に高齢者を招待した

食事会に 310 名が参加した。しかし、平成 19年度の

行事は対象高齢者の増加と、運営担当者の高齢化によ

る負担感の増大から簡便な形式の会としたところ、参

加者が約 200 名と減少した。平成 20 年度からは、再
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図１ 喫茶室の運営の住民評価*

* 平成20年3月実施

図１　地域活動の強化の住民評価＊ ＊平成 20 年 3 月実施
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び食事会の形式とし、毎年 350 名前後が参加した。回

を重ねる毎に、支援スタッフは大学のみならず、地域

の関係者やボランティアへと拡大し、地域活動の強化

が成された。

３－１－２．支援的環境づくり

　高齢者への集いの場の提供は、平成 18年６月～平

成 18年 12 月に計 20 回開放したが、積極的な参加が

見られず打ち切りとした。建て替え完了により自治会

事務局が集会所内に移転したのに伴い、散在していた

種々の活動を事務局のある集会所に集約し、活動拠点

の整備を図った。平成 20 年８月には，「住民のふれあ

い交流の拠点づくり」について、自治会、民生委員、

行政、家主、専門家をメンバーとする協議会を立ち上

げ意見交換を重ね、平成 21 年２月に交流サロンを立

ち上げた。サロンは週３日開放し、運営ボランティア

が「交流のお手伝い」、「相談の窓口」、「話し相手」役

を担った。 平成 21 年度は、114日開放し 825 名の利

用者があった。

３－１－３．個人的技術の開発

　料理教室は、喫茶室スタッフの継続した参加と、一

般高齢者の主体的参加が見られた。平成 20 ～ 21 年度

の１回当たりの参加人数の平均は 23.6± 2.2 名であ

り、ほぼ毎回定員に達した。参加者は、70 ～ 80 歳代

の高齢女性が中心であった。活動内容の評価は、料理

の難易度、挑戦意欲、今後の参加意欲などから、適切

であると判断された（図２）。

　料理教室と栄養教室の連携は、半数以上が料理教室

に参加したことがある高齢者であった。「参加したこ

とはない」、「知らない」高齢者も約４割見られたが、

その後に開催した料理教室への参加が観察された。

３－２．住民の生活状況調査結果

３－２－１．対象者の基本属性

　基本属性は表２に示したように男性 106 人、女性

261 人で、平均年齢は、男性 75.0± 5.6 歳、女性 75.8

± 5.5 歳であった。65 ～ 74歳の前期高齢者は 164人

（44.7％）、75 歳以上の後期高齢者は 203 人（55.3％）

であった。世帯構成は、単独世帯では男性が 21.7％、
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図２　個人的技術の開発の活動評価＊＊

表２　対象者の基本属性（％）

男性 女性

年齢階級
　65 － 74 歳 50.0 42.5
　75 歳以上 50.0 57.5
世帯構成
　単独 21.7 50.4
　夫婦のみ 60.4 31.5
　その他 17.9 18.1
居住年数
　 1 年未満 1.9 5.1
　 1 －  3 年 11.4 6.6
　 4 －  9年 3.8 5.1
　10 － 19 年 1.0 0.0
　20 － 29 年 7.6 8.2
　30 － 39 年 18.1 15.6
　40 年以上 56.2 59.5
経済的な暮らし向き
　まったく心配ない 8.6 12.5
　それほど心配ない 67.6 62.3
　多少心配である 21.0 21.8
　非常に心配である 2.9 3.5
主観的健康感
　非常に健康だと思う 8.5 5.4
　まあ健康だと思う 62.3 66.7
　あまり健康ではない 27.4 19.0
　健康ではない 1.9 8.9
生活満足度
　非常に満足している 5.7 7.4
　まあ満足している 78.3 75.5
　あまり満足していない 15.1 14.8
　満足していない 0.9 2.3

男性 (n=106)，女性 (n=261) 

＊＊平成 21 年 7月～�  
平成 22 年 3 月に 5 回実施
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女性が 50.4％と女性の割合が高く、夫婦のみの世帯で

は、男性が 60.4％、女性が 31.5％と男性の割合が高

かった。居住年数は、40 年以上が 57.9% と最も多く、

30 年以上の居住者が全体の４分の３を占めた。

　経済的な暮らし向きは、６割が心配なく暮らしてい

る一方、２～３割が経済的に心配があると回答した。

健康状態の自己評価は、３割が現在の健康状態が「健

康ではない」と感じていた。現在の生活の満足度は、

「非常に満足している」と「まあ満足している」を合

わせると「満足している」が８割を占めた。

３－２－２．生活習慣および日常生活の自立度

　日常の生活習慣は表３に示した。一日の睡眠時間

は、男女ともに６～７時間が最も多く、次いで男性は

７～８時間、女性は６時間未満であった。朝食摂取状

況は殆んどが、ほぼ毎日食べていた。外出頻度は、男

女ともに８割が週１回以上であったが、週１回未満の

「閉じこもり」状況者が 19.7%（男性 18名、女性 53

名）であった。運動やスポーツをしている男性は２

割、女性は３割であったが、半数以上が体操や散歩を

していた。

　老研式活動能力指標を用いて、ADL より手段的自立

度、知的能動性、社会的役割の状況を13項目の能力か

ら検討し、表４、５に示した。全体の活動能力の平均

点は、男性 11.6± 1.9、女性 11.8 ± 1.9であり有意な

表３　日常の生活習慣（％）

男性 女性

一日の睡眠時間

　6時間未満 17.0 24.0
　6 ～ 7 時間未満 41.5 45.7
　7 ～ 8時間未満 34.9 22.9
　8～ 9時間未満 4.7 6.2
　9時間以上 1.9 1.2
朝食の摂取
　ほぼ毎日食べる 96.2 95.9
　時々食べる 3.8 3.6
　食べない 0 0.5
外出頻度
　週 1回以上 82.5 79.4
　月１回から 3回 15.5 16.7
　月 1回未満 1.9 3.9
散歩や体操
　している 54.7 51.3
　ときどきしている 32.1 27.2
　していない 13.2 21.5
運動やスポーツ
　している 22.6 31.1
　ときどきしている 19.8 16.0
　していない 57.5 52.9

男性 (n=106)，女性 (n=261) 

表５　「できない」と回答した者の頻度（％）

男性 女性 全体

バス・電車での外出  2.8  5.4  4.6
日用品の買い物  2.8  3.1  3.0
食事の支度 * 14.2  1.5  5.2
請求書の支払い  0.9  1.1  1.1
預貯金の出し入れ *  6.6  1.5  3.0
年金の書類が書ける *  1.9  7.4  5.7
新聞を読む  3.8 10.0  8.2
本や雑誌を読む  9.4  9.3  9.3
健康情報に関心をもつ  8.5  5.4  6.3
友人の家を訪問する * 41.5 16.9 24.0
家族等の相談にのる 19.8 15.6 16.8
病人を見舞う  5.7  9.3  8.2 
若い人に話しかける 20.8 21.5 21.3

男性 (n=106)，女性 (n=261) 
＊ p＜0.05 で男女差あり（Fisher の直接確率法）

表４　生活機能の状況

全　体 男　性 女　性 非閉じこもり b） 閉じこもり c）

総得点 11.8 ± 1.9 a） 11.6 ± 1.9 11.8 ± 1.9 12.0 ± 1.6 10.9 ± 2.6
p=0.182* p<0.0001*

手段的自立 4.8 ± 0.7 4.7 ± 0.8 4.9 ± 0.7 4.9 ± 0.4 4.5 ± 1.2
p=0.007* p<0.0001*

知的能動性 3.7 ± 0.7 3.8 ± 0.5 3.7 ± 0.7 3.7 ± 0.6 3.6 ± 0.8
p=0.233* p=0.658*

社会的役割 3.3 ± 1.1 3.1 ± 1.1 3.3 ± 1.1 3.4 ± 1.0 2.8 ± 1.3
p=0.049* p=0.001*

a）平均値±標準偏差，b）n=290，c）n=71，外出頻度が週 1 回未満の者，*Mann-Whitney の U 検定
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差は認められなかったが、手段的自立と社会的役割の

水準に男女間に有意な差が認められた。また、閉じこ

もりの有無による活動指標には差が認められ、閉じこ

もり者は、総得点、手段的自立、社会的役割において

有意に低い結果となった。下位尺度の中では、「食事

の支度」、「預金の出し入れ」、「年金の書類の作成」、「友

人の家を訪問する」の項目において男女差が認められ、

特に「友人の家を訪問する」の違いが顕著であった。

３－２－３．食生活の状況

　食生活の状況を表６に示した。食生活全般の満足度

は大半が満足していたが、不満があるものも１割程度

認められた。食事の共食状況は性差が認められ、男性

の半数以上がほとんどいつも共食しているのに対し、

女性では、いつも共食と時々共食が約４割、いつも孤

食は、男性 10.8％、女性 14.4％であった。食事の最重

視事項は、約７割が「栄養」としていたが、「食事は

栄養を補うもの」という回答者は４割程度であった。

一方、３割が食事が楽しみの一つであるとしていた。

また、日ごろ気になっている点は「栄養のバランスが

とれていない：19.0％」であり、「近くに食料品を売

る店がない：12.4％」、「病気のため食事制限がある：

8.5％」などが挙げられた。一方、身体的状況から生

じる気になる点も「パック食品、缶、ビンなどが開け

にくい：14.0％」などの回答もあった。

３－２－４．自治会活動への参加状況

　自治会活動への参加者は、「喫茶室への参加：

32.2％」が最も多く、次いで定例年中行事である「夕

涼み会：30.2％」、「敬老の集い：23.4％」の順であっ

た。何れかの自治会活動の参加者割合は、男女とも約

半数で、１つ参加が 22.1％、２つ参加が 18.2％、３つ

参加が 18.2％であった。閉じこもりの有無による自治

会への参加状況の違いは認められなかった。

４．考察

　高齢者が住み慣れた地域で生き生きと暮らせる社会

を目指し健康づくり運動を推進するには、住民自らが

その地域の抱える問題点の発見・解決のために活動を

行う事が土台となる。そのためには、好奇心のような

知的能動性や、人との交流などの社会的役割を担う

等々の高次生活機能の保持が不可欠となるが、既に、

食習慣、運動習慣、交際、心理的な側面とのかかわり

が重要であると報告されている 6）～ 10）。本研究対象の

建て替え団地は行政担当区域が複数の地区に及び担当

者が特定の地域住民のみに密接に係ることが公平性を

欠くという事情で、行政側からの働きかけにより平成

18年から、近隣大学の著者らと住民との連携・パー

トナーシップの形成が開始した。大学側のスタッフの

主たる役割は、地域の社会的資源の活用に相当する

表６　食生活の状況 （％）

男性 女性

食生活の満足度
　非常に満足している 13.6 9.7
　まあ満足している 72.8 75.1
　あまり満足していない 12.6 13.6
　満足していない 1.0 1.6
食事の共食 **
　ほとんどいつも誰かと一緒に食べている 65.7 35.4
　毎日少なくとも 1 回は誰かと一緒に食べている 9.8 12.5
　時々誰かと一緒に食べている 13.7 37.7
　一緒に食べていない 10.8 14.4
食事でもっとも重視すること
　栄養 68.3 67.3
　嗜好 24.8 26.9
　経済性 5.9 4.9
　その他 1.0 0.8
食事とは
　空腹を満たすもの 13.3 7.4
　栄養を補うもの 38.8 36.0
　楽しみの１つ 32.7 33.9
　習慣である 14.3 19.8
　面倒である 0 0.4
　その他 1.0 2.5
男性 (n=106)，女性 (n=261)，　** p＜0.001 で男女差あり（χ2 検定）
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が、具体的には栄養的な知識や大量調理にかかわる技

術的な支援を専門的な立場から助言するとともに、住

民の意向を把握する調査も実施してきた。喫食者への

質問紙調査結果による客観的な評価をプログラム作成

に反映させ、より多くの住民の満足度を高め、望まし

い食行動変容に結び付けられるように改善案へフィー

ドバックしてきた。その際、住民視点の健康課題を支

援するために、習慣的なライフスタイルや日常生活の

自立度、食習慣および参加している自治会活動に焦点

を当てた調査が当該者との協働により実施された。調

査時期が自治会事務局の移転後間もなかったため、回

収場所が分からない住民もおり、調査票の回収率は

30.5％に留まったと予想される。

　近年、高齢層の移動率は若年層と比較すれば低い

が、健康で自立した高齢期を目指して、転居する高齢

者も少なくないと報告されている11）。また、子世帯

あるいは老親との同居を目的とする移動などが注視さ

れてきているが、転居のタイプを問わず社会的孤立傾

向の問題が共通事項として指摘されている 12）。本研

究対象の居住区は、H 市における高齢者訪問調査結

果 13）と比べ、一人暮らしや高齢世帯の比率が高く健

康度が低い地域であるが、健康に対する自己評価も、

自分を健康でないとする比率が高いことが判明した。

その理由の一因として、閉じこもりの影響が大きいの

ではないかと想定された。建て替え団地の住民の多く

は、昭和 33 年の入居当初、庭を持つ連続長屋建住宅

（通称テラスハウス）を主体とした低中層の住宅に暮

らし、玄関からよりも気軽な庭先を介した交流で独自

のコミュニティを育んできた。しかし、建築後概ね

40 年を経て老朽化した住居は 11 年３期におよぶ大規

模計画による建て替えに伴い、住民は高層住宅に住み

替えることになり、完成年度で半世紀を迎えた。この

間、テラスハウス棟の専用庭や中層棟の階段室の消失

は、玄関や住棟周りでの立ち話などの日常的コミュニ

ケーションの機会の減少をもたらし 14）、当該団地で

の高齢者を対象とした閉じこもり予防策の必要性が急

務といえる。

　今回、性差の検定は行なわなかったが、生活状況調

査結果による閉じこもりの出現率は約２割で、都市在

住高齢者の閉じこもり頻度 15），16）と比較すると高めの

レベルと考えられた。閉じこもり者の日常生活の活動

指標も低いことが確認され、寝たきりリスクを高める

可能性が懸念された。閉じこもり予防活動の拠点とな

る集会所は、団地住民の要望から「集う」ことを主要

な理念とし、大きな行事・イベントが出来る場、誰も

が気軽に集える場として考案されている。建物には地

続きの広いウッドデッキと芝生の広場を配し、建物内

部にはアイランド式キッチンが配置され、共同利用の

活発化で地域づくりの拠点となりつつある。しかし、

自治会関係者は、地域問題として特に戻り入居高齢者

の「閉じこもり」予防に腐心している。この閉じこも

り要因の一例には、従前に比べて床暖房による快適性

が向上した室内環境の改善あるいは、それによる満足

度の上昇が推測される。このため閉じこもり問題解決

の主体的取り組みとして、平成 14年の第１期集会所

完成直後から、自治会ボランティアによる高齢者のふ

れあい、交流の場として、食事の提供サービスを中心

とした活動が実施されてきた。

　本研究では住民の食を介した主体的な閉じこもり予

防と生活習慣病予防の健康づくり支援を継続的に取り

組んでいるが、中でも糖尿病はその合併症により高年

期の障害の原因となること 17）を懸念している。著者

らは、我が国における糖尿病人口の急激な増加と食生

活の変化、とくに脂肪・たんぱく質摂取量の増大と、

食物繊維摂取量の減少が糖尿病に関与している 18）こ

とを報告しているが、食を介したプログラム作成にこ

れらの知見を反映させることを長期目標としてい

る 19）。食事サービスは、スタッフの手作りを基本に

地場野菜を活用し、心をこめて提供しているものの、

スタッフの高齢化による身体的・精神的負担から住民

主体の参加型行事を支えるエンパワメントが低下した

状況にあった。そこでスタッフのエンパワメントの向

上に向けて労働力が足りない際には、大学側スタッフ

も参加・支援し、身体的・精神的負担の軽減を目指し

た。従来、食に係る高齢者の支援に関する報告は、要

介護高齢者に対する事例が多く 20），21）、一般高齢者へ

の対策はまだ十分な知見が得られていない。

　閉じこもり予防の本来の目的は、屋外、社会におけ

る役割を担う結果として、外出頻度が増え、生活全般

を活性化させることにある 22）。閉じこもり予防のた

めの支援的環境づくりの事例としての「集いの場の提

供」とともに、「食」関連のプログラムによる個人技

術の向上による地域や家庭内での役割づくりは、閉じ

こもり予防と住民の健康づくりのプログラムとして利

男性 女性

食生活の満足度
　非常に満足している 13.6 9.7
　まあ満足している 72.8 75.1
　あまり満足していない 12.6 13.6
　満足していない 1.0 1.6
食事の共食 **
　ほとんどいつも誰かと一緒に食べている 65.7 35.4
　毎日少なくとも 1回は誰かと一緒に食べている 9.8 12.5
　時々誰かと一緒に食べている 13.7 37.7
　一緒に食べていない 10.8 14.4
食事でもっとも重視すること
　栄養 68.3 67.3
　嗜好 24.8 26.9
　経済性 5.9 4.9
　その他 1.0 0.8
食事とは
　空腹を満たすもの 13.3 7.4
　栄養を補うもの 38.8 36.0
　楽しみの１つ 32.7 33.9
　習慣である 14.3 19.8
　面倒である 0 0.4
　その他 1.0 2.5
男性 (n=106)，女性 (n=261)，　** p＜0.001 で男女差あり（χ2 検定）
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用可能であると評価された。形成的評価の継続的な実

施により、アウトプット評価を期待する。

　今後は、戻り入居者、新規居住者の融合を図りつつ

規模を拡大し、大学や様々な地域資源との協働により

住民参加の活動をさらに促進し、住民の潜在化した能

力の発掘・開発による人材の育成、自主管理による運

営の支援が当面の課題である。
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